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【上位10名】連結報酬等の総額（単位：百万円）

名前 役職 2019年 2020年 増額

東原　敏昭 369 495 126

アリステア・ドーマー 333 389 56

中西　宏明 282 332 50

塩塚　啓一 169 214 45

青木　優和 158 197 39

西野　壽一 158 181 23

小島　啓二 140 172 32

小久保　憲一 123 165 42

高橋　秀明 125 159 34

柴原　節男 124 151 27

社長

副社長

会長

副社長

副社長

副社長

副社長

執行役（退）

執行役（退）

執行役（退）

21
春
闘
が
始
ま
り
ま
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
ィ
ル
ス
が
全
世

界
的
に
広
が
り
、
今
ま
で
当
た
り
前
と
思
っ
て
い
た
政
治
や

経
済
、
社
会
の
あ
り
方
に
つ
い
て
考
え
直
し
て
み
る
こ
と
も

必
要
で
す
。
春
闘
に
つ
い
て
も
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

コ
ロ
ナ
禍
・テ
レ
ワ
ー
ク
で
残
業
減
っ
て

生
活
悪
化

厚
生
労
働
省

が
発
表
す
る
毎

月
勤
労
統
計
調

査
で
、
新
型
コ

ロ
ナ
の
影
響
で

所

定

外

収

入

（
残
業
な
ど
）

が
大
幅
に
落
ち

込
ん
で
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。
製
造
業
な
ど
で
は
６

月
に
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
37
％
超
え
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、

情
報
通
信
業
で
は
、
コ
ロ
ナ
で
広
が
っ
た
テ
レ
ワ
ー
ク
が
影

響
し
て
残
業
が
減
っ
て
い
ま
す
。
私
た
ち
の
生
活
を
支
え
る

残
業
に
依
存
し
な
い
ベ
ー
ス
賃
金
を
21
年
春
闘
で
は
、
大
幅

な
賃
上
げ
が
望
ま
れ
ま
す
。

実
質
賃
金
も

５
ヶ
月
連
続
で
下
落

毎
月
勤
労
統
計
調
査
の
実
質
賃

金
で
は
、
７
月
は
前
年
度
比
で
マ

イ
ナ
ス
１･

８
％
、
昨
年
度
も
マ
イ

ナ
ス
０
・
９
％
、
３
月
か
ら
連
続

５
ヶ
月
マ
イ
ナ
ス
と
な
り
ま
し
た
。

20
春
闘
で
ベ
ー
ス
賃
金
が
あ
ま
り

増
え
ず
、
残
業
代
で
何
と
か
生
活

し
て
き
ま
し
た
が
、
消
費
税
増
税

と
コ
ロ
ナ
で
限
界
と
な
っ
て
い
る

実
態
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

家
計
消
費
は
消
費
税
と
コ
ロ
ナ
で

２
年
間
で
月
１
万
６
千
円
減

家
計
の
消
費
で
は
、
昨
年
の
５
～
10
月
に
持
ち
直
し
て
き

た
が
、
消
費
税
10
％
で
大
幅
ダ

ウ
ン
。
さ
ら
に
３
月
以
降
は
新

型
コ
ロ
ナ
不
況
で
一
段
と
下
が
っ

て
き
ま
す
。
２
人
以
上
の
世
帯

の
家
計
支
出
は
、
17
年
か
ら
の

２
年
間
で
約
１
万
６
千
円
/
月

も
下
が
っ
て
い
ま
す
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ

の
柱
は
家
計
消
費
で
す
。
実
質

賃
金
が
下
が
り
、
さ
ら
に
消
費

税
10
％
・
コ
ロ
ナ
で
は
経
済
は

再
生
で
き
ま
せ
ん
。

日
立
の
内
部
留
保
３
兆
２
７
５
４
億
円

日
立
の
内
部
留
保
は
、
今
年
度
退
職
金
引
当
金
の
減
額
で

若
干
減
り
ま
し
た
が
、
３
兆
円
を
超
え
る
金
額
を
引
き
続
き

貯
め
込
ん
で
い
ま
す
。
同
時
に
連
結
子
会
社
の
削
減
は
売
却

な
ど
で
着
実
に
減
ら
し
続
け
て
い
ま
す
。
全
世
界
で
新
型
コ

ロ
ナ
の
感
染
が
終
息
で
き
ず
、
「
企
業
も
労
働
者
の
雇
用
も

守
る
」
と
い
う
取
り
組
み
が
必
要
で
す
。
企
業
利
益
第
一
で

Ｍ
＆
Ａ
の
費
用
に
す
る

の
で
は
な
く
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

の
持
続
可
能
な
社
会
の

実
現
の
た
め
、
た
め
込

ん
だ
お
金
を
労
働
者
に

還
元
し
、
消
費
を
増
や

し
、
景
気
立
て
直
す
こ

と
に
お
金
を
使
う
べ
き

で
す
。

ジ
ャ
ニ
ー
ズ
は
２
億
円
の
社
会
貢
献

一
方
、
若
者
に
人
気
の
ジ
ャ
ニ
ー
ズ
事
務
所
は
10
月
６
日
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
に
伴
う
社
会
貢
献
活
動

「
Ｓ
ｍ
ｉ
ｌ
ｅ

Ｕ
ｐ
！

Ｐ
ｒ
ｏ
ｊ
ｅ
ｃ
ｔ
」
の
一
環
と

し
て
全
国
47
都
道
府
県
に
総
額
２
億
円
に
な
る
と
い
う
Ｐ
Ｃ

Ｒ
検
査
装
置
な
ど
を
寄
贈
し
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
も
医
療
従

事
者
に
対
す
る
支
援
と
し
て
、
全
国
６
４
５
か
所
に
防
護
服
・

ア
イ
ソ
レ
ー
シ
ョ
ン
ガ
ウ
ン
、
医
療
用
な
ど
マ
ス
ク
の
物
資

を
提
供
。
今
回
の
費
用
を
加
え
た
支
援
総
額
は
５
億
６
０
０

０
万
円
と
な
る
と
の
こ
と
で
す
。

雇
用
を
守
っ
て

時
給
１
５
０
０
円
を

今
回
の
最
低
賃
金
見
直
し
結
果
は
、

酷
い
も
の
で
し
た
。
安
倍
元
首
相
が
財

界
の
要
求
に
こ
た
え
て
コ
ロ
ナ
禍
を
口

実
に
「
今
は
雇
用
を
守
る
こ
と
が
最
優

先
課
題
だ
」
と
凍
結
を
押
し
つ
け
た
た

め
、
ほ
と
ん
ど
上
が
っ

て
い
ま
せ
ん
。
今
回
の

コ
ロ
ナ
で
は
、
い
ち
早

く
非
正
規
の
労
働
者
が

切
ら
れ
ま
し
た
。
コ
ロ

ナ
で
の
解
雇
数
は
６
万

を
超
え
、
う
ち
３
万
余

は
非
正
規
で
す
。

「
雇
用
を
守
っ
て
時
給

１
５
０
０
円
を
実
現
し

よ
う
」
と
、
す
べ
て
の

労
働
者
が
声
を
上
げ
ま

し
ょ
う
。

＜発行＞
2020年11・12月
第２３９号
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TEL(03)-6421-5323 FAX(03)-6421-5324

日 立 懇 ★もよりの連絡先
茨 城 090-8747-6239 (馬場)
茨 城 090-6142-6153 ( 堀 )
東 京 090-3534-8626 (谷口)
神奈川 080-5060-7728 (中村)
静 岡 090-9121-0602 (多田)
愛 知 090-4253-1217 (成木)
大 阪 06-6355-2905 ( 森 )

★ビラや情報をＨＰで見られます
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★仕事、生活の相談もお寄せください
Eﾒｰﾙ:info@hitachikon.org
または、下記の「もよりの連絡先」へ

コロナで急速に生活悪化！内部留保で賃金アップを！

日
立
の
役
員
報
酬
は
大
幅
ア
ッ
プ
で

１
億
円
以
上
が
18
人
に

今
年
度
の
有
価
証
券
報
告

書
で
日
立
の
１
億
円
以
上
の

役
員
の
報
酬
が
明
ら
か
に
な

り
ま
し
た
。
人
数
も
昨
年
比

＋
１
名
の
18
人
と
な
り
、
一

億
円
役
員
の
報
酬
は
、
昨
年

か
ら
27
％
ア
ッ
プ
の
９
億
４

千
万
円
増
え
、
総
額
３
４
億

９
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

「電機懇」２０２１年春闘要求アンケートにご協力を
日立懇は「電機懇生活改善要求アンケート」に今年も取り組みます。アンケートハガキであなたの声を、お寄せください。

非
正
規
の
待
遇
改
善
め
ざ
し

実質賃金推移(前年比)

↓（－）

↑（＋）

家計の消費支出推移(前年比)

実質賃金推移(前年比)

金額
比率

日立の内部留保と従業員数

情報通信

製造業

減り続ける
国内従業員

全従業員数

内部留保



日立労組は、会社が推進する「ジョ

ブ型人財マネジメントへの転換」に対

する見解を組合機関紙（2020.9.30）

で提示しました。

日立労組は、社会や事業の変化への

対応、多様な人財が能力を十分に発揮

することの必要性は理解するとして、

多様な人財の多様な働き方により適合

した「ジョブ型人財マネジメン ト」に

転換することで、生産 性向上・グロー

バル成長実現につなげるとして、推進

の立場です。

会社は、「ジョブ型人財マネジメン

ト」へ転換することで、社員一人ひと

りが時間や場所に縛られず、自分がめ

ざすキャリアを明確化して専門性を高

め、生産性を向上させることができる

と考えております。また、社員がグロー

バルに活躍するためには、世界の標準

に合わせた「ジョブ型」の制度が必要

だと説明しています。

日立の「ジョブ型」は社内制度

世界標準と言われるヨーロッパのジョ

ブ型雇用は労働市場に形成されている

もので、社会保障と不可分です。それ

に対して、会社が導入しようとしてい

るジョブ型雇用は、企業内だけの仕組

みであり、もちろん社会保障とは無関

係です。

導入の狙いは、これまでの集団的労

使関係を形骸化し、雇用も賃金も会社

の意向で一方的に決められるようにす

るというものです。そして、「ジョブ

型」に労働時間管理はなじまないとい

う言い分で労働時間規制も撤廃されれ

ば、行きつく先はフリーランス化＝個

人事業主化です。正社員はもとより雇

用や労働者という概念もなくし、企業

は使用者としての責任を免れます。

労働組合の役割は
団結して要求実現

コロナ禍を経験して、新自由主義の

見直しの声が起こっていますが、「ジョ

ブ型人財マネジメントへの転換」は、

新自由主義の究極の自己責任の働き方

をいっそう推進するものです。

労働組合の役割は、日本国憲法が掲

げる、すべての労働者が人間 らしく生

き、働くことを基本的人権として保障

する趣旨に沿って、そこで働く人の雇

用を守り、賃上げや労働条件改善を会

社に要求、交渉して勝ち取ることです。

一人ひとりがバラバラでは出来ない事

を、労働組合を軸に、団結してみんな

の力を合わせる事によって実現させて

行く、これが労働組合の基本目的なの

です。

テ
レ
ワ
ー
ク
で
太
ら
な
い
よ
う

私
は
6
月
15
日
に
会
社
に
無
理
や
り
退
職
届

け
を
書
か
さ
れ
、
6
月
30
日
に
退
職
が
取
り
消

し
に
な
り
、
7
月
22
日
に
出
勤
し
て
以
降
は
、

全
て
テ
レ
ワ
ー
ク
で
す
。
テ
レ
ワ
ー
ク
な
の
で
、

な
る
べ
く
太
ら
な
い
よ
う
、
休
日
は
写
真
を
撮

り
に
等
出
掛
け
ま
す
が
、
雨
の
日
は
行
け
る
と

こ
ろ
が
大
幅
に
減
っ
て
し
ま
う
こ
と
が
悩
み
で

す
。
Ｇ
Ｐ
Ｍ
の
目
標
は
、
情
報
処
理
試
験
の
申

込
者
・
合
格
者
増
加
の
為
の
施
策
を
２
件
採
用

さ
れ
る
こ
と
、
Ｖ
Ｂ
Ａ
を
含
め
た
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｅ
Ｌ

の
技
能
の
向
上
等
を
設
定
し
、
日
々
取
り
組
ん

で
い
ま
す
が
、
上
司
が
か
な
り
否
定
的
で
、
目

標
を
変
え
る
ま
た
は
早
急
に
結
果
を
出
す
よ
う

伝
え
て
来
ら
れ
て
い
る
の
が
少
し
気
が
か
り
で

す
。
よ
く
話
し
合
い
つ
つ
目
標
を
達
成
に
向
け

て
進
め
て
い
く
つ
も
り
で
す
。

（
日
立
社
会
情
報
サ
ー
ビ
ス
）

収
入
の
面
で
も
心
配

在
宅
勤
務
が
可
能
な
社
員
は
在
宅
が
推
奨
さ

れ
て
い
て
、
在
宅
勤
務
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

在
宅
勤
務
不
可
の
業
務
は
対
象
外
で
、
ほ
と
ん

ど
在
宅
の
人
と
毎
日
出
社
す
る
社
員
に
分
か
れ

て
い
ま
す
。
昨
年
に
比
べ
て
、
課
長
以
上
の
人

た
ち
が
遅
く
ま
で
残
っ
て
い
る
の
が
目
立
ち
ま

す
。
打
ち
合
わ
せ
な
ど
を
定
時
過
ぎ
に
始
め
た

り
、
上
司
が
残
業
し
て
い
る
の
で
部
下
は
帰
り

づ
ら
く
な
ら
な
い
か
気
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、

福
利
で
は
家
族
手
当
が
な
く
な
り
、
配
偶
者
へ

の
補
て
ん
が
な
く
な
る
た
め
、
段
階
的
に
ゼ
ロ

に
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。
な
く
す
理
由
も
ま
っ

た
く
分
か
り
に
く
く
納
得
が
い
き
ま
せ
ん
。
収

入
の
面
で
も
厳
し
く
な
る
の
が
心
配
で
す
。

（
Ｈ
Ｉ
Ｓ
Ｙ
Ｓ
）

サ
ー
ビ
ス
残
業
を
強
要
さ
れ
る

上
司
か
ら
休
憩
時
間
に
仕
事
す
る
と
か
、
パ

ソ
コ
ン
を
消
し
て
か
ら
仕
事
を
す
る
と
か
強
要

さ
れ
、
月
30
時
間
残
業
に
無
理
や
り
は
め
込
ま

れ
て
い
る
。
私
は
営
業
職
場
か
ら
技
術
職
に
異

動
と
な
り
ま
し
た
。
な
っ
た
ば
か
り
の
私
に
、

Ｃ
Ａ
Ｄ
が
で
き
な
い
、
使
え
な
い
、
早
く
覚
え

ろ
と
言
い
ま
す
が
、
当
社
に
Ｃ
Ａ
Ｄ
教
育
の
シ

ス
テ
ム
は
一
切
有
り
ま
せ
ん
。
つ
ま
り
、
仕
事

に
必
要
な
ス
キ
ル
を
セ
ル
フ
で
身
に
付
け
ろ
、

そ
し
て
、
後
輩
に
教
え
ろ
、
責
任
は
お
前
だ
と

い
う
こ
と
で
、
良
い
の
で
し
ょ
う
か
。

（
日
立
空
調
）

検
査
デ
ー
タ
の
改
ざ
ん

検
査
デ
ー
タ
の
改
ざ
ん
が
あ

り
、
社
内
の
噂
に
よ
り
お
客
様
か
ら
請
求
さ
れ

る
賠
償
額
が
大
き
く
、
そ
の
対
応
で
ば
た
ば
た

と
忙
し
く
な
っ
て
い
る
。
検
査
デ
ー
タ
の
改
ざ

ん
は
、
本
来
や
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
検

査
を
繁
忙
に
よ
り
出
荷
ま
で
に
や
り
き
れ
ず
、

や
っ
た
こ
と
に
し
て
出
荷
し
て
い
た
。
こ
れ
か

ら
ど
う
な
る
の
か
不
安
。

（
日
立
金
属
）

現
場
作
業
が
な
い

国
分
工
場
が
Ａ
Ｂ
Ｂ
と
合
併
し
、
国
分
の
大

部
分
の
現
場
作
業
は
な
く
な
り
、
多
賀
工
場
に

応
援
に
行
っ
て
い
る
。
利
益
率
が
高
い
仕
事
し

か
取
れ
ず
、
営
業
部
隊
が
、
国
分
工
場
の
製
品

を
売
ら
な
く
な
っ
て
き
て
い
る
。

（
日
立

日
立
事
業
所
）

仕
事
は
減
っ
て
い
る

在
宅
勤
務
が
増
え
て
い
て
、
週
２
日
の
在
宅

が
基
本
に
な
っ
て
い
る
。
会
社
全
体
で
50
％
を

目
標
に
し
て
お
り
、
別
部
署
で
80
％
出
勤
し
て

い
る
と
こ
ろ
が
あ
り
、
も
っ
と
在
宅
勤
務
を
す

る
よ
う
に
言
わ
れ
て
い
る
。
非
常
事
態
宣
言
中

は
92
％
、
今
は
60
％
く
ら
い
が
毎
日
在
宅
、
全

体
で
88
％
が
在
宅
。
そ
ん
な
な
か
で
仕
事
は
減
っ

て
い
る
。

（
日
立
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
・
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
）

上
司
か
ら
パ
ワ
ハ
ラ

コ
ロ
ナ
の
影
響
で
生
産
が
落
ち
て
い
る
。
定

時
退
勤
が
原
則
に
な
っ
て
い
る
。
生
産
の
落
ち

込
み
が
ひ
ど
く
、
最
盛
期
と
比
べ
る
と
半
分
く

ら
い
に
な
っ
て
い
る
。
３
年
ほ
ど
前
か
ら
一
緒

に
や
っ
て
い
る
上
司
か
ら
パ
ワ
ハ
ラ
的
な
対
応

を
さ
れ
る
。
自
分
の
考
え
と
違
う
と
執
拗
に
問

い
詰
め
て
自
分
の
考
え
を
押

し
付
け
て
く
る
。
そ
れ
に
対

し
て
、
職
場
の
人
た
ち
は
見

て
見
ぬ
ふ
り
を
す
る
。

（
日
立
ジ
ョ
ン
ソ
ン
コ
ン
ト

ロ
ー
ル
ズ
空
調
）

労働組合が「ジョブ型雇用」

推進でいいのか

誰でも一人で入れる組合です。

退職勧奨･強要やパワハラなど

お困りのことがあれば、一人で

悩まずに、気軽にご相談下さい。

管理職の方も相談ができます。

（本部）
東京都品川区二葉2-20-8

染野ビル 2F
HP；
http://www.denki-joho.jp

TEL；03-6421-5323

－困ったらひとりで悩まず－

電機・情報ユニオンに相談


